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研究成果の概要（和文）：自閉症スペクトラム児・者に対する包括的・生涯的支援プログラムの地域モデルとし
て、一次的支援：家庭・学校等における直接的支援、二次的支援：地域の支援リソースによる直接的（本人）・
間接的支援（教員・家族等）、三次的支援：三次的な専門機関による支援（レベル1：グループを対象とした社
会的コミュニケーション等の中核的領域への直接的支援、レベル2：個別的な発達的課題に応じた個別的な直接
的支援、レベル3：教員・家族等への間接的支援）といった階層性が考えられた。

研究成果の概要（英文）：This study consisted mainly of the following three studies to develop the 
community model of comprehensive and lifelong support programs in children with autism spectrum 
disorder (ASD), (1) Study on research trends of behavioral interventions for children with ASD, (2) 
Case studies on long-term contents change of behavioral interventions for children with ASD, and (3)
 Examination of development examples of support program services to children with ASD in the 
community. These three studies suggested the need for hierarchy of support as the community model of
 support program for children with ASD, such as primary direct support in the homes and schools., 
secondary direct and indirect support by the community support resources., tertiary direct and 
indirect support by the tertiary specialized agencies; direct support for groups to core areas of 
ASD such as social communication, individual direct support to individual developmental tasks, and 
indirect support to school / family members.

研究分野：発達障害臨床心理学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 自閉症スペクトラム（Autism Spectrum 
Disorder；以下、ASDと略記する）児・者に
対する支援プログラムは多く開発、提案され
ている。たとえば、佐藤・涌井・小澤(2007)
は、 (1)機軸反応治療プログラム（PRT：
Pivotal Response Treatments）、(2)UCLA
幼児自閉症プロジェクト（UCLA Young 
Autism Project）、(3)TEACCHプログラム
（Treatment and Education of Autistic and 
related Communication handicapped 
CHildren）、(4)発達・個人差・関係を基盤
にしたプログラム（DIR：The Developmental, 
Individual-difference, relationship-based 
model）といった ASD 児に対する 4 つの代
表的な支援プログラムが紹介している。また、
山本・澁谷(2009)は、応用行動分析学的な支
援パッケージ「STARプログラム(Arick, Loos, 
Falco, & Krug, 2004)」を紹介している。 
 それらの支援プログラムに「生活年齢段階
（例：幼児期・学童期・青年期・成人期）」
といった視点を加えた支援プログラムも開
発、提案されている。たとえば、「前言語コ
ミュニケーションズ獲得に及ぼす早期発達
支援プログラム（Matsuzaki & Yamamoto, 
2012）」などが挙げられる。 
 このような支援プログラムでは、ASDの障
害特性に鑑み、それに対応したエビデンスを
伴った支援プログラムであることが指摘さ
れている(佐藤・涌井・小澤, 2007)。また、支
援プログラムを生活年齢毎に区切っていく
こと、また発達的領域に区切っていくこと、
さらにはそれを組み合わせたもの（例：幼児
期におけるコミュニケーション支援など）は、
エビデンスに基づく支援プログラムの特徴
であり、目的も明確である。 
 しかし一方で、地域において支援プログラ
ムを活用、展開することを現実的に検討した
場合、年齢段階を細かく区切らずに、滑らか
に（スムーズに）つながりを持つ支援プログ
ラムが必要であろう。かつ、必要となる発達
的な領域を整理・統合した階層性のある支援
プログラムを作成し、実行できる地域システ
ム体制を構築していく必要性もあると考え
る。 
 
２．研究の目的 
 以上を踏まえて、本研究では、ASDのある
児・者に対する支援プログラムの地域モデル
開発にあたり、以下の 5つの視点に基づいて
検討することを目的とした。 
(1) 地域におけるモデル的な支援プログラム
を開発するにあたり、ASD 児・者の行動
障害の予防、および中核的な特性に関する
発達支援プログラムを開発すること ASD
児・者の障害特性に基づき、必須となる
（「軸」となる）基本メニュー（ミニマム・
エッセンス）と選択メニュー（オプショナ
ル・メニュー）について検討すること 

(2) (2)に基づき、それを幼児期〜青年・成人

期にわたる生涯的な地域支援プログラム
として検討すること 

(3) (2)と(3)について、ある市（地域）をモデ
ルとし、包括的・生涯的支援プログラムの
適用モデルを開発すること 

(4) 地域モデルを開発するにあたり、直接的
支援（例：ソーシャルスキル・トレーニン
グなど）と間接的支援（例：ペアレント・
トレーニング、コンサルテーションなど）
の組合せを検討すること 

 
３．研究の方法 
 上記の目標を達成するために、以下の 5つ
の研究を構成し、実施した。 
(1) 研究Ⅰ：ASD児における介入研究の動向
の検討：ASD児における行動的介入研究
を中心にレビューを行い、その動向を検
討した。 

(2) 研究Ⅱ：ASD児における地域モデル開発
に向けた行動的介入の内容の検討 
① ASD 児への大学附属臨床機関における
行動的介入内容の経年的な変化に関す
る事例的検討：大学附属臨床機関におい
て行動的介入を継続的に実施してきた
ASD 児 4 名の経年的な介入内容を整理
検討した。 
② ASD 児における行動的介入による支援
プログラムの地域モデル案の検討：研究
Ⅰと研究Ⅱにおける総括をした。 

(3) 研究Ⅲ：ASD児・者に対する地域におけ
る支援サービスの展開例 
① 明石市立発達支援センターとの連携事
業 ”Trial” の取組：地域における ASD児
に対する行動的介入の展開例を事例検討
した。 
② ひょうご発達障害者支援センタークロー
バー加西ブランチによる「ひきこもりの
状態にある発達障害者の家族支援プログ
ラム」：アセスメント、個別的介入及び集
団的介入のプログラムを開発した。 
③ 井澤信三・岡村章司研究室主催による「特
別支援学校教員を対象としたスタッフ・
トレーニング」の取組：特別支援学校の
若手の教員 12名を対象とし、応用行動分
析に関する基本的な知識について、演習
を含めた学習会を実施し、アンケートに
より効果と課題を検討した。 
④ NPO法人ピュアコスモ（ひょうご高機能
広汎性発達障害児・者・親の会）との当
事者及び保護者のための連続講座：高校
生以上の ASD当事者 18名、及びその保
護者 24 名を対象とした 5 回連続の講座
を実施した。当事者には、就労に向けた
基本的な知識の学習会、職場を想定した
シミュレーション型による SST、個別カ
ウンセリングを 3つのプログラムを提供
した。保護者へのプログラムは、「（1 回
目）就労の現状と支援のポイント」「（2
回目）発達障害者の雇用の現状を知ろう」
「（3回目）就労支援を知ろう（ジョブコ



ーチの仕事）」「（4回目）先輩保護者によ
る就活・就職の体験談から学ぼう」「（5
回目）就労に向けた問題解決に向けた方
法を知ろう」から構成された。レクチャ
ー及びグループワークを含めながら実施
した。 
 
４．研究成果 
(1)研究Ⅰ：最近の行動的介入研究のレビュー
研究を概観し、ASD 児への「全般的な介入」
「ソーシャルスキルズ」「行動問題」を取り
上げ、そこから見えてくる介入アプローチの
動向を検討した。 
 「全般的な介入」では、ASD児には「社会
性」「コミュニケーション」「アカデミック」
「遊び」「運動」「身辺自立」「行動問題」、加
えて「職業」や「機能的ライフスキル」など
が標的スキルとして必要であることが示唆
され、それは ASD 児への介入では包括的な
視点を持つことの重要性が指摘される。また、
応用行動分析（例：プロンプト法、強化法＋
先行子操作、分化強化、ビデオ・モデリング
など）をベースにした技法が最もエビデンス
としては支持されるが、単独の技法を適用す
るというよりも、いくつかの技法の組み合わ
せた介入が増加していることも特徴である。
この動向は、「自閉症は、ある一つの場面や
状況で学習したスキルを訓練で使用されて
いない場面や状況へ転移することが難しい。
かつ、時間的にスキルを維持することが難し
い」といった般化と維持の困難性と強く関係
している。 
 「ソーシャルスキルズ」については、ASD
児の中核的な障害と考えられる社会性への
アプローチとして効果のインパクトは若干
低く、研究としても「何を教えるべきか」と
いったアセスメントの研究が不足している
といった課題が示されており、今後、さらに
指導研究の蓄積が求められる。 
 「行動問題」について、行動問題への介入
研究では、基本的には FBA（Functional 
Behavior Assessment）をベースにした指
導・支援が効果を示している。しかし、FBA
を実施しなくても効果を示す介入方法（例：
ソーシャルストーリーズなど）は、行動問題
の機能に基づくのではなく、一般的に望まし
い行動を促進する方法になっている可能性
がある。学校現場では、簡易な FBA と実行
可能性の高い技法が組み合わされた介入の
提供が求められる。 
 
(2)研究Ⅱ：課題内容を整理するために、「基
本的生活スキル」「認知スキル」「プレアカデ
ミック・アカデミックスキル」「言語コミュ
ニケーションスキル」「社会的スキル」「遊
び・余暇スキル」「運動スキル」「職業スキル」
「行動問題への対応」の 9つの大カテゴリー
に分類した。 
 さらに、研究Ⅰと研究Ⅱにおける総括を下
の Figure にまとめた。学校や家庭など、生

活の多くの時間を過ごす場所におけるナチ
ュラルな指導・支援（的な関わり）は、一次
的な「学校における発達全般の促進」につな
がる指導・支援の場となる。また、本人への
直接的な支援だけではなく、間接的な支援も
地域支援システムとして用意されているこ
とが求められる。一方、「学校場面外におけ
る特化した発達領域への介入」が二次的に用
意されることで、手厚い地域支援システムに
つながっていくであろう。その際、学校等で
は十分には満たされない ASD の発達領域に
おける包括的な視点が必要であること、前述
したように（第１次的）グループを対象とし
た支援プログラム →（第２次的）行動障害
支援、問題に対応した個別的介入といった階
層が想定される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
(3)研究Ⅲ 
① 明石市立発達支援センターとの連携事
業：連携事業の一つとして、“ Trial ” を
実施してきた。“ Trial ” は、研究室の博
士課程在籍者が中心メンバーとなり、明
石市立発達支援センターとの連携のもと、
療育希望者を募り、参加した対象児とそ
の保護者への指導・支援を展開すること、
または、研究室の研究ニーズを説明し、
同意を得た上で、研究プロジェクトに対
象児として参加いただくといった形式で
あった。隔週程度（日曜日）のペースで
実施してきた。「小集団プログラムによる
検討（主に、研究ニーズに対応した参加
募集タイプ 2件）」と「個別事例による検
討（主に、個に応じた個別的課題の実施
タイプ 7件）」の内容について、その効果



を検討した。おおむねその効果は良好で
あり、地域における支援サービス展開例
においてエビデンスを蓄積していくこと
の重要性が示唆される。 
② 発達障害者支援センターによる「ひきこ
もりの状態にある発達障害者の家族支援
プログラム」：ひきこもりの状態にある発
達障害者の家族（9家族 12名）へのアプ
ローチとして、当該家族に対する個別セ
ッション及び集団プログラムの併用によ
る介入アプローチの効果と課題を検証し
た。その結果、効果検証については、事
前・事後による保護者評価による尺度変
化（SRS-18、日本版 GHQ-28、HBCL
など）、及び家庭におけるエピソード・デ
ータをもとに、おおむね良好な効果が示
された。一方で「ひきこもりの状態」や
「保護者の特性や状態」によって、効果
が異なる結果もあり、保護者に応じた個
別的なセッションの工夫が必要とされる。 
③ 井澤信三・岡村章司研究室主催による「特
別支援学校教員を対象としたスタッフ・
トレーニング」の取組：参加者及びスタ
ッフによる事後アンケートの記述につい
て、全ての参加者が今回の研修について
は良好な評価をしている。今後とも継続
していくことが求められるが、その際に
は、どのような研究内容が必要か、どの
ような研修方法が効果的かといった本格
的な検証が求められる。 
④ NPO法人ピュアコスモ（ひょうご高機能
広汎性発達障害児・者・親の会）との当
事者及び保護者のための連続講座：保護
者においては事前・事後における尺度評
価（自己効力感尺度等）、事後アンケート
を実施した。また、当事者には、行動的
データの収集、及び事後アンケートを実
施した。結果はおおむね良好であった。 
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